
全日本合唱連盟東北支部  青 森 県 合 唱 連 盟 
規     約 

 
第 １ 章  総   則 

 
第 １ 条 本連盟は全日本合唱連盟東北支部青森県合唱連盟（1960 年 4 月 1 日発足）と称す。 
第 ２ 条 本連盟の事務局は、事務局長宅に置く。 
 

第 ２ 章  目的と事業 
 
第 ３ 条 本連盟は、青森県の合唱音楽の普及発達を図ることを目的とする。 
第 ４ 条 本連盟は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 
      １．合唱に関する大会の開催（全日本合唱コンクール青森県大会など） 
      ２．合唱に関する研究会、講習会、演奏会などの開催 
      ３．合唱指導者の育成（国内外研修費を助成する） 
      ４．その他、社会教育活動に必要と認められる事業 
 

第 ３ 章  組   織 
 
第 ５ 条 本連盟は、青森県の中学校、高校、大学、一般（ジュニア・職場・おかあさん含む）の合唱 

団で組織する。 
第 ６ 条 本連盟の事業については、総会で審議し、決定する。 
 

第 ４ 章  役   員 
 
第 ７ 条 本連盟に下記の役員を置く。 
      理事長  １名   副理事長  ３名  理事   若干名  監事   ２名 
      事務局長 １名   事務局員 若干名  会計    １名  顧問  若干名 
      東北支部常任理事（本連盟理事長） 

東北支部理事（20 団体以内 2 名、21 団体以上 35 団体まで 3 名、以下 15 団体増える毎に 
1 名追加する。） 

第 ８ 条 上記の役員は、総会において決定する。 
      原則として青森、弘前、八戸の三支部より五部門にわたるよう配慮する。 
第 ９ 条 理事長は、本連盟を代表して会務を統括する。 
第 １０ 条 副理事長は、理事長を補佐する。 
第 １１ 条 役員は、役員会を組織し会務遂行にあたる。 
第 １２ 条 監事は、事業運営及び会計の監査を行う。 
第 １３ 条 事務局長は、本連盟の事務を掌る。 
第 １４ 条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。 
      補欠役員の任期は、前任者の任期満了と同時に終わる。 
 



第 ５ 章  顧   問 
 
第 １５ 条 本連盟に、名誉理事長及び顧問を置くことができる。 
 

第 ６ 章  会   議 
 
第 １６ 条 会議は総会、役員会とする。 
第 １７ 条 役員会は原則として毎年２回、理事長が招集する。 
第 １８ 条 役員の２分の１以上の要求があった場合は、臨時役員会を開く。 
第 １９ 条 役員会は構成員の２分の１以上の出席で成立する。 
第 ２０ 条 会議に委任状を提出したものは、出席とみなすが議決権はない。 
第 ２１ 条 総会は原則として４月末までに開催する。臨時総会は役員会の承認を経て理事長が招集する。 

総会は構成員の２分の１以上の出席で成立する。 
第 ２２ 条 総会の議長は総会で選任し、役員会では理事長が指名する。議決は出席者の過半数の賛成に 

よるが、賛否同数の時は議長が決定する。 
第 ２３ 条 総会で付議する事項 
      １．事業の企画及び実施に関すること 
      ２．予算および決算の承認 
      ３．規約の改正および規約の内規に関すること 
      ４．役員の選任に関すること 
      ５．加盟団体その他文化団体との連絡に関すること 
      ６．その他必要と認められること 
 

第 ７ 章  会    計 
 
第 ２４ 条 本連盟の経費は加盟金１０，０００円、補助金、その他収入をこれにあてる。 
第 ２５ 条 本連盟の会計年度は、４月１日に始まり、翌年の３月末日に終わる。 
 

第 ８ 章  付    則 
 
第 ２６ 条 本規約の実施上必要な細則は、別にこれを定める。 
      本規約の変更、改正は総会出席者の３分の２以上の賛成を要する。 
 
      加盟金の改定は平成元年度理事会で７，０００円とする。 
      加盟金の改定は平成２２年度総会で１０，０００円とする。 
      平成２年度より総会を実施する。規約は平成２年３月２１日に改正される。 
      中学部門の加入により、第５条、第８条を一部改定し、平成３年４月１日から施行する。 
      第７条を一部改定し、平成１３年４月１日から施行する。 
      第７条を一部改定し、平成１５年４月１日から施行する。 
      第１条に一部追加し、第２５条を一部改定し、平成２０年４月１日から施行する。 
      第２１条、第２５条を一部改定し、平成２６年４月１日から施行する。 
      第１条、第４条、第５条、第７条を一部改定し、平成２７年４月２６日から施行する。 


